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第２章　暗号資産と税務の取扱い

A5判・31W26L　本文リュウミンPro6N　【R】　14Q26H

所得税

１　暗号資産取引による所得の総収入金額の収入すべき時期

　所得税は、暦年ごとの所得を単位として累進税率を適用して課税す

るから、いつの年の収入となるかによってその負担額に大きな差が生

じる。所得税法上、収入金額とは、実際に支払いを受けた金額ではな

くて、収入すべき金額である。この収入すべき金額の収入すべき時期

は、所得の種類により、また同一の所得であってもその収入の態様に

より、それぞれ異なるものと解されている。

　暗号資産取引により生じた損益については、原則として雑所得に区

分され（「３　暗号資産取引の所得区分」を参照）、雑所得に区分され

る所得の総収入金額の収入すべき時期は、原則として売却等をした暗

号資産の引渡しがあった日の属する年分となる。ただし、選択により、

その暗号資産の売却に関する契約をした日の属する年分とすることも

できるとされている。

暗号資産の売却による所得の総収入金額の収入すべき時期

Q　令和３年に取引所を通じて購入した暗号資産を令和４年12
月に取引所を通じて売却し、日本円にして取引所に開設してい
る口座に入金しました。売却により利益が出ましたが、いつの
年分として所得税等の確定申告をするのですか。

A　暗号資産の売却等により生じた利益（所得）は、雑所得に区分さ

れ、原則として暗号資産の引渡しがあった日の属する年分となるので、
令和４年分として所得税等の確定申告を行うことになる。
　なお、仮に約定日が令和４年12月で受渡日が令和５年１月となっ
た場合には、どちらかを選択することになるので、税負担を考慮し有
利となる方を選択する。
【関係法令等】

　　所法35、36　所基通36-12、36-14

解 説

　所得税法では、各種所得の金額の計算上、前提となる収入金額とす
べき金額又は総収入金額に算入すべき金額の範囲や、当該金額をどの
ような段階で課税対象として捉えるかという課税上の帰属年度及び金
銭以外の物で収入する場合のその金額の評価について、その通則を所
得税法第36条（収入金額）で規定している。
　その構造は、①第１項において、収入は、金銭に限らず金銭以外の
物又は権利その他経済的な利益をも含むことを明らかにし、その課税
上の年度帰属について、いわゆる「権利確定主義」を原則とすること、
②第２項において、金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額
は、それらの取得又は享受する時における価額（時価）により計算す
ること、③第３項において、無記名の公社債の利子、無記名の株式の
利益の配当等については、第１項の原則と異なり、いわゆる「現金主
義」によることを規定している。
　さらに、国税庁から所得の種類ごとに、収入の時期に係る基本通達
等が通達されている。
　暗号資産取引については、所得税基本通達36-14（雑所得の収入
金額又は総収入金額の収入すべき時期）において「その収入の態様に
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５　暗号資産の取得価額

　暗号資産の取得価額は、その取得の方法（適格分社型分割により分

割法人から取得等した場合等の別段の定めがあるものを除く。）他に

応じ、それぞれ次による（法令118の５）。

① 　購入した場合（デリバティブ取引による資産の取得の規定の適用

があるものを除く。）には、その購入の代価・購入手数料等その他

購入のために要した費用を加算した金額となる。

② 　自己が発行することにより取得した場合には、その発行のために

要した費用の額となる。

③ 　上記①②以外の場合には、その取得の時における暗号資産の取得

のために通常要する価額となる。

　なお、暗号資産をいわゆるマイニング（採掘）により取得した場合、

その取得した暗合資産の取得時点の価額（時価）については益金の額

に計上され、マイニングに要した費用については損金の額に算入され

ることとなる。

暗号資産の取得価額（手数料）

Q　当社は、国内の暗号資産交換業者から〇年９月１日に４
BTCを8,000,000円で購入し、購入時に消費税等込みで手数
料2,200円を支払いました。
　　この場合の購入した暗号資産の取得価額は、手数料を含む価
額ですか。

A　質問の場合、暗号資産の取得価額は購入の代価8,000,000円に、

購入時の手数料2,200円を加算した8,002,200円になる。
　暗号資産の取得価額は、①対価を支払って取得（購入）した場合に
は購入時に支払った対価の額となり、②自己が発行した場合にはその
発行のために要した費用の額となり、③暗号資産同士の交換、マイニ
ング（採掘）、分裂（分岐）などにより暗号資産を取得した場合の取
得価額は取得時点の価額（時価）になる。なお、分裂（分岐）により
暗号資産を取得した場合の取得価額は0円（注）となる。
（注）　 暗号資産の分裂（分岐）に伴い取得した新たな暗号資産につい

ては、分裂（分岐）時点において取引相場が存しておらず、同
時点において価値を有していないと考えられることから取得価
額は「0円」となる。

【参考】　消費税の課税事業者（税抜経理方式を適用）である法人が、
質問の取引を行う場合の購入した暗号資産の取得価額は、
8,002,000円になる。

　　　消費税法では、暗号資産などの支払手段等の譲渡は非課税とさ
れているが、暗号資産交換業者に対して取引の仲介料として支払
う手数料は、仲介に係る役務の提供の対価に該当し、消費税の課
税対象になる。また、質問の法人が消費税法上の課税事業者に該
当し、かつ、税抜経理方式を適用している場合には、手数料に含
まれる消費税等の額（200円＝2,200円×10/110）と課税取
引の対価の額（2,000円=2,200円－200円）を区分し、課税
取引の対価の額を暗号資産の支払対価の額に加算した金額
（8,002,000円＝8,000,000円＋2,000円）が購入した暗号資
産の取得金額となる。

【関係法令等】

　　法法61、法令118の５、「消費税法等の施行に伴う法人税の取
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